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[要約] 

 米中貿易戦争の勝者は中国だ。「トランプ関税 2.0」では、米国は中国からの輸入品に

最大で 145％の追加関税を課したが、レアアースという中国最強の切り札が切られた

ことをきっかけに、大幅に引き下げられた。 

 中国の対米輸出依存度は 2016 年の 18.2％から 2026 年 1 月～8 月には 10.3％へ、対米

輸入依存度は同様に 8.5％から 4.8％へ低下した。対米輸出依存度が大きく低下したの

は、中国が ASEAN を含む「一帯一路」参加国・地域を中心に輸出先の分散化を図った

ことに加え、対米輸出の一部が第 3 国・地域を経由した迂回輸出に代替されたためで

あろう。 

 2026 年 9 月 24 日に、米中首脳会談が実施され、9 月 27 日には、米中政府がそれぞれ

300 億ドル規模の関税引き下げリストを発表した。米国は中国から輸入する玩具や家

電、ベビー用品、台所用品など 77 品目、中国は米国から輸入する農産品や冷凍牛肉、

石炭、化粧品・衛生用品、医療機器など 1,619 品目である。実施時期は未定ながら米

中同時に発効するとしている。 

 米中関係を踏まえ日本のとるべき立場について、バイデン政権時代の「スモールヤー

ド・ハイフェンス」という考え方は腑に落ちるものがある。高市早苗政権の重点投資

を行うべき 17分野がそれに該当する。ただし、先端・機微ではない部分、さらには 17

分野を除く分野については、中国とのビジネスによってベネフィットが得られる限り、

それを躊躇う必要はない。 
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「トランプ関税 1.0」の限界 

本レポートでは、米トランプ政権 1 期目から勃発した「米中貿易戦争」について概観し、米

中関係を踏まえ日本のとるべき立場について、考えたい。 

2017 年 1 月 20 日、ドナルド・トランプ氏が米大統領に就任し（1 期目）、中国との対立姿勢

を強めた。トランプ大統領が特に問題視したのは、巨額の対中貿易赤字の存在とハイテク面の

中国のキャッチアップであり、①貿易不均衡の是正と②米国のハイテク覇権の維持・強化など

を目的に中国をターゲットにした関税引き上げ（「トランプ関税 1.0」）が実施された。②につ

いて、米国は、中国による米国企業からの技術移転の促進・強要、米国企業に対する投資・買

収による最先端技術と知的財産の取得、知的財産権の侵害、コンピューターネットワークへの

不正アクセスによる機密情報の入手などを問題視した。 

米国の中国からの輸入品に対する関税引き上げに対し、当然、中国はそれに報復した。その

後の報復合戦などの詳細は図表 1 の通りであり、米国は最終的に第 1 弾～第 3 弾で中国からの

輸入品合計 2,500億ドル分に 25％、第 4弾の一部で 1,200億ドル分に 15％の関税を発動した。 

第 1 弾～第 3 弾までは、中国からの輸入品が他国・地域からの輸入に代替される割合が大き

い一方で、スマートフォンやパソコンなど中国が価格競争力や圧倒的なシェアを有する製品が

含まれる第 4 弾については、他国・地域からの代替は難しいため、米国の企業・消費者の負担

が増大することが懸念された。こうした状況下で、2019 年 10 月以降、予告されていた関税引

き上げは取りやめになったのである。 

 

図表 1 「トランプ関税 1.0」の振り返り（単位：億ドル） 

 

 

18年7月6日発動、追加関税25％ 18年7月6日発動、追加関税25％

19年10月15日予定の追加関税30％への引き上げは見送り

18年8月23日発動、追加関税25％ 18年8月23日発動、追加関税25％

19年10月15日予定の追加関税30％への引き上げは見送り

18年9月24日発動、追加関税10％
19年5月10日発動、追加関税25％

（家電・家具、衣類を含む）

18年9月24日発動、追加関税5％、10％
19年6月1日発動、追加関税5％～25％

（液化天然ガスを含む）

19年10月15日予定の追加関税30％への引き上げは見送り

19年9月1日発動、1,200億ドル分、追加関税率15％
⇒20年1月15日に合意文書署名、30日後の2月14日に
7.5％に引き下げ

750億ドル分（従来発表分と重複あり）に対して、一部
は19年9月1日に5％、10％の追加関税を発動
⇒20年2月14日に追加関税率を2.5％、5％に引き下げ

19年12月15日予定の1,600億ドル分に対する追加関税15％
への引き上げは見送り

19年12月15日予定の留保分に対する追加関税引き上げは見
送り

（出所）中国通関統計、米国商務省統計などより大和総研作成

第1弾 340 340

750

第2弾 160 160

第3弾 2,000 600

米国による対中制裁関税
米国の対中輸入（18年5,395億ドル）

中国による対米報復関税
中国の対米輸入（18年1,551億ドル）

第4弾 2,800
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2020 年 1 月 15 日に、米中両国政府は合意文書に署名した。合意事項は、①知的財産権の保

護、②強制的な技術移転の禁止、③食品・農産品の貿易に関する合意、④金融サービスの対外

開放の推進、⑤マクロ経済政策と人民元為替レートの透明性向上、⑥貿易拡大、⑦合意事項に

関する相互評価と紛争解決、の 7項目である。⑥について、中国は 2017年の対米輸入実績に基

づき、2020年は 767 億ドル、2021 年は 1,233 億ドル、2年間合計で 2,000億ドル分の輸入を増

やすことになっていた。米中合意を受けて、米国は 2月 14日に、中国からの輸入品 1,200億ド

ル分に対する追加関税を 15％から 7.5％に引き下げた。 

しかし、2020 年以降のコロナ禍や、2021 年 1 月 20 日に民主党のバイデン政権が誕生したこ

ともあり、中国による対米輸入増加の公約は守られることはなかった。 

 

バイデン政権はスモールヤード・ハイフェンスで一部関税を大幅引き上げ 

ジョー・バイデン大統領は、元々は対中制裁関税に否定的なスタンスであったが、在任中に

中国からの輸入品に対する関税が引き下げられることはなく、一部製品の関税を大幅に引き上

げた。 

バイデン政権の経済安全保障に関するキーワードに、「スモールヤード・ハイフェンス

（small yard, high fence）」がある。これは、「守る対象はできるだけ小さく絞り、高いフェン

スで厳重に守る」という考え方だ。特にハイテク分野の「デリスキング」が念頭に置かれてい

る。 

米国は 2022 年 10 月に、軍事転用の恐れがある中国向け先端品製造装置や技術の輸出管理を

強化し、日本やオランダにも同様の措置を講ずることを求めた。日本は 2023年 7月に先端半導

体製造装置など 23品目を輸出管理の規制対象に加えた。 

さらに、バイデン政権は 2024 年 5 月 14 日に、通商法 301 条に基づき中国から輸入するリチ

ウムイオン電池、鉄鋼、重要鉱物などに対する関税率を 2024 年～2026 年にかけて引き上げる

とした。対象は 2023 年の金額ベースで 180 億ドル、対中輸入額に対する割合は 4.2％と限定的

であった。内訳はリチウムイオン電池が 132 億ドルと 7 割強を占め、追加関税は従来の 7.5％

から 25％に引き上げるとした。リチウムイオン電池に加え、金額は小さくても電気自動車（EV）

や太陽電池が含まれたのは、これらが中国にとって輸出の「新三様（新御三家）」1と呼ばれる

戦略的に重要な商品であるためだ。 

 

 
1 ちなみに、現在は AI、ロボット、革新的医薬品の 3 つが「新新三様（新新御三家）」と呼ばれている。 
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「トランプ関税 2.0」vs中国の伝家の宝刀・レアアース 

2025 年 1 月 20 日に、トランプ氏が再び大統領に就任した（2 期目）。「トランプ関税 2.0」の

特徴は、ターゲットが中国にとどまらず、全世界に広げられたことである。 

詳細は図表 2の通りであり、2025年 4月 9日には、米国の対中輸入品の追加関税は累計 145％

に引き上げられた。大和総研は、145％の追加関税が 1 年続くと、中国の実質 GDP が 2.9％下押

しされると試算し、2025 年の実質成長率が 2％台に落ち込む可能性を指摘したが、これは杞憂

に終わった。5 月 14 日に、米国の中国からの輸入品に対する追加関税は従来の 145％から 30％

に、中国の米国からの輸入品に対する追加関税は 125％から 10％に、一気に引き下げられたか

らだ。 

背景には、中国の最強の切り札であるレアアースの存在がある。世界のレアアース生産量の

およそ 7割、製錬の 9 割が中国によるものである。2025年 4 月 4 日、中国政府は一部レアアー

ス品目の輸出管理を強化し、商務部による許可制を導入し、4月、5月にかけて、中国のレアア

ース永久磁石の対世界・対米輸出は激減した（図表 3、図表 4）。当時米国では 6 月にもレアア

ースの在庫が払底するとされ、米国が折れる形で追加関税が大幅に引き下げられた可能性が高

い。 

 

図表 2 「トランプ関税 2.0」追加関税のかけあいは急転直下の収束 

 

 

2025年2月 全額
中国からの輸入に対して10％の追加関税

（フェンタニル関税）
140億ドル分

米国から輸入する石炭や液化天然ガスなどに15％、原油や
農業機械、大型自動車などに10％の追加関税

2025年3月 全額 10％の追加関税（フェンタニル関税、累計20％） 223億ドル分
小麦、トウモロコシ、鶏肉、綿花などに15％、大豆、豚
肉、牛肉、水産物、果物などに10％の追加関税

2025年4月 全額
34％（ベース関税10％＋上乗せ関税24％）の

相互関税（累計54％）
全額 34％の追加関税

全額 50％の追加関税（累計104％） 全額 50％の追加関税（累計84％）

全額 41％の追加関税（累計145％） 全額 41％の追加関税（累計125％）

2025年5月 全額 相互関税34％のうちベース関税10％は維持 全額 追加関税34％のうち10％は維持

上乗せ関税24％は8月12日まで90日間停止 24％は8月12日まで90日間停止

4月の50％、41％の追加関税は撤廃 4月の50％、41％の追加関税は撤廃

※累計は30％（フェンタニル関税20％
＋ベース関税10％）に低下

※累計は10％＋2月、3月の部分関税

2025年8月 全額 上乗せ関税24％は11月10日まで90日間停止 全額 24％は11月10日まで90日間停止

2025年11月 全額 11月1日付けで100％追加関税（累計130％） 全額 相応の報復を示唆

⇒賦課せず ⇒賦課せず

全額 フェンタニル関税を10％引き下げ 223億ドル分 小麦、トウモロコシ、鶏肉、綿花などへの15％、大豆、

※累計は20％（フェンタニル関税10％
＋ベース関税10％）に低下

豚肉、牛肉、水産物、果物などへの10％の追加関税を撤廃
※累計は10％＋2月の部分関税

全額 上乗せ関税24％は26年11月10日まで停止 全額 24％は26年11月10日まで停止

2026年2月 全額 フェンタニル関税と相互関税は無効

新たに1974年通商法122条に基づく10％追加関税

2026年7月 全額 1974年通商法122条に基づく10％追加関税失効

新たに1974年通商法301条に基づく12.5％追加関税

（出所）米国商務省統計、ホワイトハウス、中国通関統計、中国財政部などより大和総研作成

米国による対中制裁関税 中国による対米報復関税

米国の対中輸入（24年4,389億ドル） 中国の対米輸入（24年1,644億ドル）
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図表 3 レアアース永久磁石の対世界輸出額

（単位：億元） 

  

 図表 4 レアアース永久磁石の対米輸出額 

（単位：億元） 

  

 

しかし、2025年 9月以降、米中は再び対立し、激しい応酬が繰り広げられた。 

2025 年 9 月 29 日、米国商務省産業安全保障局（BIS）は輸出規制の適用範囲を拡大する規則

を導入した。これによるとエンティティー・リストや軍事エンドユーザーリストに掲載されて

いる企業に加え、同企業が 50％以上所有する企業も規制の対象となった。対象企業に輸出管理

規則対象品目を輸出する場合、原則として BIS の輸出許可が必要となるが、これは事実上の禁

輸措置と捉えられる。リストに掲載された企業の多くはロシアや中国の企業であるが、50％ル

ールの適用により、対象企業は従来の 3,392社から数万社へと桁がひとつ増えることになる。 

米国による輸出管理強化に対抗して、中国は 2025 年 10 月 9 日、レアアースの輸出管理強化

にかかわる 6つの関連規制を発表した。 

6つの関連規則と解説は以下の通りである。 

① 「海外における関連レアアース品目に対する輸出管理実施の決定」では、中国国外の組織・

個人が中国以外の国・地域に、中国原産の永久磁石素材、ターゲット材など一部レアアー

ス品目を輸出する場合、中国商務部による輸出許可証を取得する必要があるとした。これ

は、中国が自国での輸出管理を実施するだけでなく、一部レアアース品目を中国から輸入

して製品化したものを外国企業が海外に輸出する際にも、中国当局の認可が必要になるこ

とを意味している。多くは 12月 1日からの実施で、一部は即日実施された。 

② 「レアアース関連技術に対する輸出管理実施の決定」では、レアアースの採掘、製錬・分離、

金属精錬、磁性材料製造、リサイクルに関する技術とそれらの媒体、生産設備に関する技

術の輸出（国外への移転・提供）を行う場合、中国商務部による輸出許可を取得する必要

があるとした。こちらは即日実施とされた。 

③ 指定された超硬質材料関連品目を輸出管理の対象に追加する。 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

24/1 25/1 26/1

（出所）中国通関統計より大和総研作成

直近は2026年8月

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

24/1 25/1 26/1

（出所）中国通関統計より大和総研作成

直近は2026年8月
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④ 一部のレアアース関連設備や原材料関連品目を輸出管理の対象に追加する。 

⑤ レアアースのホルミウム、エルビウム、ツリウム、ユウロビウム、イッテルビウムの関連

品目を輸出管理の対象に追加する。 

⑥ リチウム電池、グラファイトを用いた負極材料関連品目を輸出管理の対象に追加する。 

これを受けて、トランプ大統領は 2025年 10月 10日、中国からの輸入品に、従来の追加関税

をベースに、11月 1日よりさらに 100％上乗せするとした（累計は 130％）。 

100％追加関税の発効直前の 2025 年 10 月 30 日に韓国・釜山で行われた米中首脳会談では、

①中国は、2025年 10月 9日に発表したレアアースに関する新しい輸出管理の実施を 2026年 11

月 10日まで 1年間停止する、②中国は米国へのフェンタニルの流入を終わらせるための措置を

講じる、③中国は 2025年の最後の 2カ月間に少なくとも 1,200万トンの米国の大豆を購入し、

2026 年、2027 年、2028 年はそれぞれ少なくとも 2,500 万トンの米国の大豆を購入する、④米

国は、「フェンタニル関税」を 10％引き下げ（20％→10％）、2025年 11月 10日から施行する、

⑤米国は 2025年 11月 10日から 1年間、特定企業の関連会社を対象としたエンドユーザー管理

の拡大に関する規則の実施を一時的に停止する、ことなどで合意した。これに伴い、米国は

2025 年 11 月 1 日に予定していた中国からの輸入品に対する 100％追加関税の賦課を取り止め

た。 

「フェンタニル関税」の 10％引き下げにより、米国が中国から製品を輸入する際の追加関税

率は 30％→20％（残りのフェンタニル関税 10％＋相互関税のベース関税 10％）に引き下げら

れた。 

その後、米連邦最高裁はフェンタニル関税や相互関税は違法との判断を下したため、2026 年

2 月以降は、通商法 122 条に基づき 10％の追加関税が課され、これが失効した 7 月以降は、通

商法 301条に基づき、12.5％の追加関税が課されている。 

 

2026年 5 月の米中首脳会談は「建設的戦略的安定関係」の構築で合意 

2026 年 5 月の米中首脳会談で両首脳は「建設的戦略的安定関係」の構築で合意した。これは、

今後 3 年間、あるいはさらに長い期間の米中関係に戦略的な指針を与えるものと位置付けられ

ている。中国の発表によると、「建設的戦略的安定関係」とは、協力を主とする積極的な安定、

適度な競争を伴う好ましい安定、不一致をコントロールできる常態的安定、平和を見通せる永

続的安定関係でなければならないとしている。 

米中の合意事項について、通商問題に的を絞ると以下の通りとなる。 

非センシティブ品目に関する二国間貿易を管理する貿易委員会と、投資関連問題について政

府間で協議する投資委員会を設立する。今後の二国間の関税引き下げ交渉は貿易委員会を通じ

て行われる。交渉対象は米中それぞれ 300億ドル（以上）の規模となる。 
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米中は、中国が米ボーイング社の航空機を 200 機購入することで合意した。米国によると、

中国は 2025 年 10 月の大豆輸入コミットメントに加え、2026 年（按分ベース）、2027 年、2028

年に毎年 170億ドル相当の米国の農産品を輸入するとした。 

米国にとって戦略的に重要なレアアースの中国からの輸入について、米国によると、中国は

レアアースおよびその他重要鉱物に関連するサプライチェーンに関する米国側の懸念に対応す

るとした。また、米国によると、中国はレアアースの生産・加工設備や関連技術の販売禁止・

制限に関する米国側の懸念にも対応するとした。ただし、中国商務部の記者会見での言及は一

般論にとどまった。 

総じて、「中国側の譲歩」を強調したい米国と、「相互交渉」を強調する中国との間の温度差

が目立った印象だ。 

 

2026年 9 月 27 日、それぞれ 300億ドルの関税引き下げリストを発表 

2026 年 9 月 23 日に、米中首脳会談に先駆けて行われた閣僚級会議（米国:ベッセント財務長

官、中国：何立峰副首相）では、2026 年 11 月 10 日を期限としていた米中貿易戦争の停戦（高

関税やレアアースの輸出規制などの応酬の停止）を 2027 年 1 月 10 日まで 2 カ月間延長するこ

とで合意した。 

2026 年 9 月 24 日に米中首脳会談が実施された。合意事項について、通商関連と経済安全保

障にかかわる部分は以下の通りである（文言は新華社による）。 

① 両国元首は米中の経済貿易協議メカニズムの積極的な役割と双方の経済貿易チームの協議

成果を認め、貿易委員会の運用を具体化し、相互に「300億ドル」の対等な関税引き下げな

どで合意し、これらの実施を指示、 

② 双方は米中人工知能（AI）対話 2を設立し、人工知能に関連するリスクと利益に関する交流

を行うことで合意。次回の対話は 2026 年 11 月までに開催。双方は人工知能に関する事件

の連絡チャネルを設立することで合意。 

この他、米ホワイトハウスによると、中国は 2027 年～2028 年に米国から少なくとも毎年

1,000万トン以上の石炭を輸入することで合意した。 

上記①に関連して、2026 年 9 月 27 日、米中政府はそれぞれ 300 億ドル規模の関税引き下げ

リストを発表した。米国は中国から輸入する玩具や家電、ベビー用品、台所用品など 77品目、

中国は米国から輸入する農産品や冷凍牛肉、石炭、化粧品・衛生用品、医療機器など 1,619 品

目である。実施時期は未定ながら米中同時に発効するとしている。 

 

 
2 米ホワイトハウスの資料では、米中スーパーインテリジェンス対話と表記されている。 
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米中貿易戦争の勝者は中国 

これまでトランプ政権（1 期目）以降の米中通商問題を中心に概観したが、この間に、中国

の対米輸出依存度は 2016 年の 18.2％から 2026 年 1 月～8月には 10.3％へ、対米輸入依存度は

8.5％から 4.8％へ低下した（図表 5、図表 6）。対米輸出依存度が大きく低下したのは、中国が

ASEAN を含む「一帯一路」参加国・地域を中心に輸出先の分散化を図ったことに加え、対米輸

出の一部が第 3国・地域を経由した迂回輸出に代替されたためであろう。 

トランプ政権は 2026 年 8 月 13 日、中国から関税が相対的に低い第 3 国・地域を経由して米

国に輸出される迂回輸出が、年間 400 億ドル～3,030 億ドルに達するとの報告書を発表した。

中継地は、①日本や韓国など、中国との貿易額が大きく、多様な産業基盤を有する国・地域、

②ベトナム、インドネシア、タイなど、中国のサプライチェーンに組み込まれている国・地域、

③カンボジアやミャンマーなど安価な労働力や米国への優遇アクセスなどを中国に利用される

国・地域、など 40を超える国・地域であるとしている。迂回輸出の推計値に大きな幅があるこ

とは、実態の把握が難しいことを意味しており、中国の迂回輸出は今後も温存される可能性が

高い。 

 

図表 5 中国の国・地域別輸出構成比の推移

（単位：％） 

  

 図表 6 中国の国・地域別輸入構成比の推移

（単位：％） 

  

 

米中関係を踏まえ日本がとるべき立場 

最後に、米中関係を踏まえた日本のとるべき立場について、考えたい。 

2025 年 11 月 7 日の高市早苗首相による「台湾有事」に関する国会答弁に中国は猛反発し、

政府間交流のみならず民間交流にも大きな影響が及ぶなど日中関係は冷え込んだ。ただし、日

中貿易への影響は一部レアアースなど局所的なものにとどまっている。中国通関統計によると、

2026 年 1 月～8 月の対日輸出は前年同期比 8.0％増、対日輸入は同 27.5％増となり、2025 年の
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それぞれ前年比 3.6％増、同 5.5％増から加速している。 

筆者にとって、バイデン政権時代の「スモールヤード・ハイフェンス」という考え方は腑に

落ちるものがある。高市政権は、重点投資を行うべき 17 分野として、AI・半導体、造船、量

子、合成生物学・バイオ、航空・宇宙、デジタル・サイバーセキュリティ、コンテンツ、フー

ドテック、資源・エネルギー安全保障・GX、防災・国土強靱化、創薬・先端医療、フュージョ

ンエネルギー、重要鉱物・部素材、港湾ロジスティクス、防衛産業、情報通信、海洋を掲げた。

日本はこうした産業の競争力を強化し続ける必要がある。一方で、上記で先端・機微ではない

部分、さらには 17分野を除く分野については、中国とのビジネスによってベネフィットが得ら

れる限り、それを躊躇う必要はない。 
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